
Ⅰ．はじめに

市町村森林整備計画におけるゾーニングや森林の間伐等の実施
の促進に関する特別措置法における特定植栽促進区域の設定など
において，土地明示的に林業適地を判別する社会的要請が高まっ
ている。林業適地を判別するためには災害リスクと林業収益性
を考慮するのが妥当であると考えられ（林野庁，2023），林業収
益性の評価には地位と地利が用いられてきた（田中ほか，2020）。
土地の生産性を示す地位を指標するものとして，基準齢における
上層木平均樹高である地位指数が一般的に用いられる。

地位指数と地形の間には高い相関関係があることが知られてお
り（竹下ほか，1966），その関係を統計モデルによって表現する
ことで地位指数を面的に推定することができる（例えば Mitsuda 
et al，2007 ; Nakao et al，2022）。統計モデルを開発するために
は地位指数のデータが必要になるが，上層木平均樹高の計測値と
森林簿から得られる林齢情報から地位指数を推定することが一般
的である。近年では上層木平均樹高を LiDAR 計測データや空中
写真 DSM を用いて計測することが一般化してきている（宮原・
光田，2022）。一方で，林齢の情報源には森林簿および森林計画
図が用いられているが，情報更新の不備などにより森林簿の林齢
が正しくない場合もある（松本，2001）。林齢情報に誤差が含ま
れていれば，適切な地位指数推定がてきず，地位指数推定モデル
の信頼性にも影響する懸念がある。

林齢の不明な天然生林を対象とした海外の地位指数推定研究に
おいては，地位指数と林齢を同時に推定対象としている例もある

（Véga & St-Onge，2009）。そこで本研究では，これまで開発し
てきた地位指数推定モデルを拡張し，林齢も推定対象とすること
で，森林簿・森林計画図に頼ることなく地位指数推定モデルを開
発することが可能であるか検討することを目的とする。

Ⅱ．調査地と方法

本研究の対象地は，地位指数と地形との研究蓄積が豊富である
宮崎大学田野フィールド内のスギ人工林とした。先行研究（宮
原・光田，2022）と同様に，LiDAR 計測由来の国土地理院作成
の 5m 解像度 DTM，宮崎県が平成 28 年に撮影した航空写真か
ら作成された 0 . 5m 解像度 DSM を用いて 5m 解像度の林冠高

（DCHM）を作成した。さらに，平成 25 年度宮崎県撮影の航空
写真をもとにした DSM を用いて DCHM を作成した。上層木の
定義を 1 ヘクタール当たり上位 100 本の平均樹高と定義し，両時
期の DCHM について 20m 解像度で最大値を求めて上層木平均樹
高ラスタを作成した。田野演習林 GIS データ（小班ポリゴン）
を目視により調整してスギ人工林小班ポリゴンを作成した。5m

解像度の DEM を 20m 解像度へリサンプリングし，既往の研究
成果（Mitsuda et al，2007）を参照して地位指数推定モデルで用
いる地形因子として日射係数（SRI），上部集水面積（UCA）お
よび露出度（VTEX）を計算した。スギ人工林小班から 5 セルを
ランダムにサンプリングし（満たない場合は全て），2 時点の上
層木平均樹高および 3 つの地形因子からなるデータセットを作成
した。森林簿から得られた林齢と 2 時点の上層木平均樹高との関
係を図‒1 に示す。

本研究においては，これまで開発してきた地位指数推定モデ
ルと樹高成長曲線モデルを結合したモデル（Mitsuda，2014）に
林齢推定を加える形で拡張した（図‒2）。本モデルでは地位指数

（SI）を隠れ変数として地形因子から推定し，地位指数と樹高成
長曲線パラメータを関連付ける。一方，平成 25 年時点における
各小班の林齢（Age）を推定して樹高成長曲線から上層木平均樹
高（H）を推定する。さらに，平成 28 年時点の林齢をプラス 3
年として，同様に上層木平均樹高を推定する（式（1）から（6））。

1）地位指数推定モデル
SI=b0+b1×SRI+b2×UCA+b3×VTEX+rs （1）
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る。この問題に対処するためには，一定サイズのブロックではな
くブロックサイズを変化させて試行するアルゴリズムの使用また
は，学習データを変更するなどの方法が考えられる。より柔軟性
および汎用性の高い深層学習モデルの作成については，今後，検
証を重ねる必要がある。
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図‒7．「分散」の例（a: 正解，b: 予測，c: Grad-cam）
a と b は，黒い領域が樹冠。c は，白くなるほど注目度が高い。
丸で囲まれている部分は予測の分散が生じている部分を示す。

九州森林研究　No. 77　2024. 3

86 87



示す。推定値の平均値は 28 . 4，最小値は 24 . 7 および最大値は
33 . 3 となった。

Ⅳ．考察

平成 25 年および平成 28 年の 2 時点における上層木平均樹高を
目的変数とし，地形因子を説明変数として，地位指数推定モデル
および樹高成長モデルを組み合わせた結合モデルのパラメータ推
定と同時に林齢推定を行った。地位指数と林齢の同時推定を，本
研究で示したモデルによってマルコフ連鎖モンテカルロ法を用い
て実装することが可能であることが明らかとなった。

モデルによる上層木平均樹高推定は妥当なものであったが，林
齢推定は過小推定となった。また，推定された地位指数は宮崎県
で用いられている収穫表と比較して高いものとなった。林齢が過
小評価となる要因として，データソースの問題が挙げられる。本
研究では平成 25 年と平成 28 年の航空写真から生成された DSM
を用いたが，データ間隔はわずかに 3 年間であり，DSM を作成
するに際の空間補完によって生じる誤差を考えると，正確に樹高
成長量を捉えることは難しかったことが予想される。サンプルセ
ルにおける平成 25 年から平成 28 年までの樹高成長量を計算した
ところ，平均値が 2 . 07 m および中央値が 2 . 94 m であった。こ
の数値は，対象とした小班のほとんどが 40 年生を超える壮齢林
であることを考えると，過大なものであるといえる。このような
急速な樹高成長は若齢段階のものに匹敵するため，林齢が過小推
定になったと考えられる。また，高い樹高成長量を再現するため
に，地位指数も高く推定されたと考えられる。推定された樹高成
長曲線モデルのパラメータを用いて推定した地位指数 25 および
30 の樹高曲線を図‒6 に示す。地位指数 25 に比べて地位指数 30
の樹高曲線が急速な樹高成長をしていることが分かる。本モデル
で採用した樹高成長曲線は地位指数によって曲線形が変化するも
のであり，地位指数が大きくなるほどパラメータ k（式（3））が
大きくなり，初期成長が大きくなる。このことも地位指数が全般
的に高く推定された原因であると考えられる。

これらのことから，今回提案したモデルを利用するためには，
より撮影間隔の広い航空写真を用い，若齢から壮齢までのデー
タを用いることが必要であると考えられる。我が国においては
1950 年代から航空写真の蓄積があり，アナログ撮影の航空写真
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図‒3．上層木平均樹高における推定値と実測値の比較

図‒4．林齢における推定値と実測値の比較

図‒5．推定された地位指数のヒストグラム

図‒6．推定された地位指数曲線

ここで b0，⋯，b3 はモデルパラメータを示す。また，rs は地位指数
推定におけるランダム効果を示す。

2）樹高成長曲線モデル
A=C1×SI C2 （2）

k=C3×SI C4 （3）

m=　　　 log（SI ⁄A）
　　log（1－exp（－k×40））

 （4）

H25=A×exp（1－k×Age）m+rh （5）

H28=A×exp（1－k×（Age+3））m+rh （6）

ここで A，k および m は樹高成長曲線のパラメータを意味し，
c 1，⋯，c 4 はモデルパラメータを，H 25 および H 28 は平成 25 年およ
び平成 28 年の上層木平均樹高を示す。式（4）では基準齢（40
年生）において上層木平均樹高と地位指数が一致するようにパラ
メータを調整している。また，rh は上層木平均樹高推定におけ
るサンプルセル固有のランダム効果を示す。このランダム効果は
LiDAR 計測データから DTM を生成する際に生じた補完誤差と
捉え，通年で不変としている。

推定対象である地位指数推定モデルおよび樹高成長曲線モデル
のパラメータに関する事前分布は既往研究（Mitsuda，2014）を
参照にして表‒1 のように設定した。また，各小班の林齢推定に
おいては，森林簿の林齢を参照として，事前分布を下限 10 年生
および上限 150 年生の一様分布とした。

この枠組みにおいて，目的変数を 2 時点の上層木平均樹高およ
び説明変数を 3 種類の地形因子として入力し，モデルパラメータ
をマルコフ連鎖モンテカルロ法によって推定した。なお，マル
コフ連鎖モンテカルロ法の適用にあたっては R（R Core Team，

2023）および Stan（Stan Development Team，2014）を用い，
10 万回の繰り返しから得られたサンプル（初期の 8 万回は切り
捨て）を事後分布からのサンプルとみなし，その中央値をモデル
パラメータの推定値として取り扱った。チェイン数は 3 として，
それぞれのチェインにおいて初期値を事前分布からランダムに作
成して与えた。

Ⅲ．結果

マルコフ連鎖モンテカルロ法を実施したところ，推定対象であ
る地位指数推定モデルおよび樹高成長曲線モデルパラメータの推
定値は全て収束していた。各パラメータについて，事後分布の中
央値，2 . 5 % 点および 97 . 5 % 点を表‒2 に示す。地位指数モデル
においては，日射係数および露出度の係数がマイナスとなり，上
部集水面積の係数がプラスとなっていて，既往研究（Mitsuda，
2014）と同様に生態学的にも妥当な結果となっていた。樹高成長
曲線モデルにおいては，計算を収束させるために事前分布を狭く
設定したことから事後分布が偏る結果となった。

推定されたモデルパラメータを用いて推定した上層木平均樹高
と実測値との関係を図‒3 に示す。両時期共に推定誤差に大きな
偏りは見られなかった。推定値の二乗平均平方根誤差を計算した
ところ平成 25 年では 1 . 96 m，平成 28 年では 2 . 27 m および通
期では 2 . 12 m となった。また，誤差の最大値・最小値を求めた
ところ，それぞれ平成 25 年では 6 . 59 m・－6 . 27 m および平成
28 年では 6 . 72 m・－8 . 71 m となった。

各小班について推定された林齢と森林簿に記載された林齢との
比較を図‒4 に示す。田野演習林では森林簿・森林計画図が適切
に更新されているため，森林簿の林齢は正しいものであるとみな
すことができる。全ての小班で林齢は 40 年生以下と推定され実
際の若齢林を除いて過小評価となった。

モデルにより推定された地位指数のヒストグラムを図‒5 に
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図‒1．上層木平均樹高と林齢の関係

図‒2．地位指数－樹高成長曲線結合推定モデル

表‒1．パラメータの事前分布

パラメータ 分布 下限 上限
b 0 一様分布 5 . 0 30 . 0
b 1 一様分布 －10 . 0 10 . 0
b 2 一様分布 －10 . 0 10 . 0
b 3 一様分布 －10 . 0 10 . 0
c 1 一様分布 1 . 0 1 . 2
c 2 一様分布 0 . 0 1 . 0
c 3 一様分布 －2 . 0 －1 . 0
c 4 一様分布 1 . 0 2 . 0

表‒2．パラメータの推定結果

パラメータ 中央値 2 . 5 % 点 97 . 5 % 点
b 0 26 . 86 26 . 32 26 . 99
b 1 －0 . 09 －0 . 47 －0 . 03
b 2 1 . 72 1 . 22 2 . 22
b 3 －0 . 97 －1 . 99 －0 . 13
c 1 0 . 99 0 . 97 0 . 99
c 2 1 . 10 1 . 09 1 . 11
c 3 1 . 97 1 . 87 1 . 99
c 4 －1 . 00 －1 . 01 －1 . 00
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図‒3．上層木平均樹高における推定値と実測値の比較

図‒4．林齢における推定値と実測値の比較

図‒5．推定された地位指数のヒストグラム
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のパラメータに関する事前分布は既往研究（Mitsuda，2014）を
参照にして表‒1 のように設定した。また，各小班の林齢推定に
おいては，森林簿の林齢を参照として，事前分布を下限 10 年生
および上限 150 年生の一様分布とした。

この枠組みにおいて，目的変数を 2 時点の上層木平均樹高およ
び説明変数を 3 種類の地形因子として入力し，モデルパラメータ
をマルコフ連鎖モンテカルロ法によって推定した。なお，マル
コフ連鎖モンテカルロ法の適用にあたっては R（R Core Team，

2023）および Stan（Stan Development Team，2014）を用い，
10 万回の繰り返しから得られたサンプル（初期の 8 万回は切り
捨て）を事後分布からのサンプルとみなし，その中央値をモデル
パラメータの推定値として取り扱った。チェイン数は 3 として，
それぞれのチェインにおいて初期値を事前分布からランダムに作
成して与えた。

Ⅲ．結果

マルコフ連鎖モンテカルロ法を実施したところ，推定対象であ
る地位指数推定モデルおよび樹高成長曲線モデルパラメータの推
定値は全て収束していた。各パラメータについて，事後分布の中
央値，2 . 5 % 点および 97 . 5 % 点を表‒2 に示す。地位指数モデル
においては，日射係数および露出度の係数がマイナスとなり，上
部集水面積の係数がプラスとなっていて，既往研究（Mitsuda，
2014）と同様に生態学的にも妥当な結果となっていた。樹高成長
曲線モデルにおいては，計算を収束させるために事前分布を狭く
設定したことから事後分布が偏る結果となった。

推定されたモデルパラメータを用いて推定した上層木平均樹高
と実測値との関係を図‒3 に示す。両時期共に推定誤差に大きな
偏りは見られなかった。推定値の二乗平均平方根誤差を計算した
ところ平成 25 年では 1 . 96 m，平成 28 年では 2 . 27 m および通
期では 2 . 12 m となった。また，誤差の最大値・最小値を求めた
ところ，それぞれ平成 25 年では 6 . 59 m・－6 . 27 m および平成
28 年では 6 . 72 m・－8 . 71 m となった。

各小班について推定された林齢と森林簿に記載された林齢との
比較を図‒4 に示す。田野演習林では森林簿・森林計画図が適切
に更新されているため，森林簿の林齢は正しいものであるとみな
すことができる。全ての小班で林齢は 40 年生以下と推定され実
際の若齢林を除いて過小評価となった。

モデルにより推定された地位指数のヒストグラムを図‒5 に
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図‒1．上層木平均樹高と林齢の関係

図‒2．地位指数－樹高成長曲線結合推定モデル

表‒1．パラメータの事前分布

パラメータ 分布 下限 上限
b 0 一様分布 5 . 0 30 . 0
b 1 一様分布 －10 . 0 10 . 0
b 2 一様分布 －10 . 0 10 . 0
b 3 一様分布 －10 . 0 10 . 0
c 1 一様分布 1 . 0 1 . 2
c 2 一様分布 0 . 0 1 . 0
c 3 一様分布 －2 . 0 －1 . 0
c 4 一様分布 1 . 0 2 . 0

表‒2．パラメータの推定結果

パラメータ 中央値 2 . 5 % 点 97 . 5 % 点
b 0 26 . 86 26 . 32 26 . 99
b 1 －0 . 09 －0 . 47 －0 . 03
b 2 1 . 72 1 . 22 2 . 22
b 3 －0 . 97 －1 . 99 －0 . 13
c 1 0 . 99 0 . 97 0 . 99
c 2 1 . 10 1 . 09 1 . 11
c 3 1 . 97 1 . 87 1 . 99
c 4 －1 . 00 －1 . 01 －1 . 00
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論　文

鹿児島県本土におけるイエネコの食性の
環境間および季節間の比較＊1

榮村奈緒子＊2・繁　昌慶＊2・大石圭太＊2 , 3・畑　邦彦＊2

榮村奈緒子・繁　昌慶・大石圭太・畑　邦彦：鹿児島県本土におけるイエネコの食性の環境間および季節間の比較　九州森林研究　
77：91 － 96，2024　鹿児島県本土の異なる環境において，外来種イエネコ Felis catus が捕食者として在来生態系に与える影響を評価
するために，2019 年 1 月から 12 月の期間に，山地，海岸，市街地の環境で採集したイエネコの糞の内容物を分析した。合計 588 個の糞
を分析した結果，幅広い分類群の動物が検出され，環境や季節によって餌内容の頻度に違いがあることが示された。糞から検出された
動物質残渣のうち，希少種は確認されず，昆虫類の出現頻度が全体的に高かった。また，すべての調査地の糞で，比較的高頻度にキャッ
トフードを主とする人為資源が検出された。人為資源の出現頻度が低い調査地では，動物質残渣の出現頻度が高くなった。以上より，本
調査地のイエネコは，人に食物を依存しつつ，それぞれの環境や季節において，入手しやすい様々な動物を利用していると考えられた。
キーワード：外来種，ネコ，捕食者，糞分析，採食生態

Ⅰ．はじめに

イエネコ Felis catus （以下，ネコ）は，ネズミ対策や愛玩の目
的で古くから世界中で飼育され，私たちにとって最も身近な哺乳
類の一つである。しかし，本種は肉食性が強く，野外に放された
場合，在来の様々な小型動物を捕食することによって，在来生態
系に負の影響をもたらす。本種は IUCN（国際自然保護連合）の

「世界の侵略的外来種ワースト 100」にも選定されている（Low 
et al. 2000）。日本でも本種が野生化したノネコ は，環境省と農
林水産省の生態系被害防止外来種リストで緊急対策外来種に指定
されている。

本種が対象とする獲物は最大 2㎏までのサイズで，脊椎動物の
哺乳類，鳥類，爬虫類，両生類，無脊椎動物の昆虫類など様々で
ある（Dickman 1996）。本種による捕食の影響は希少種が生息す
る島嶼で特に深刻であり，島の希少種の絶滅や減少をもたらす主
要な原因となっている。また，都市部や郊外などの人の居住地域
においても，ネコは捕食を通して多くの動物の個体群に負の影
響をもたらす主要な要因であると推定されている（Woods et al. 
2003；Flux 2007；Loss et al. 2013）。

国内でネコによる捕食の影響を調べた研究は，南西諸島や小笠
原諸島等の島嶼地域で多く，これらの地域で希少種への捕食が報
告されている（城ヶ原ほか 2003；Watanabe et al. 2003；川上・
益子 2007；Shionosaki et al. 2015；鈴木・大海 2017；Kobayashi 
et al. 2020）。例えば，小笠原諸島の母島でオガサワラカワラヒ
ワ Chloris sinica kittlitzi（Kawakami and Higuchi 2002；川上・
益子 2007），奄美群島の奄美大島や徳之島では，ケナガネズミ
Diplothrix legata やアマミノクロウサギ Pentalagus furnessi 等へ
の捕食である（Shionosaki et al. 2015；鈴木・大海 2017；Maeda 
et al. 2019）。 一方で，日本の本土での研究は，本州でいくつか

報告がある程度であり（金ほか 2014；宮澤 2019；藤田・奥村
2021），十分な知見があるとはいえない。ネコは生息環境によっ
て，獲物とする種の構成や頻度が異なる（Medina et al. 2006；
金ほか 2014）。本種は国内ほぼ全域の多様な環境に生育している
ため，生態系への影響を理解するには，地域毎・環境毎の食性を
把握することが必要である。

本研究では，鹿児島県本土の人が利用する 3 つの異なる環境 
（山地，海岸，市街地）で，野外で自由生活するネコの糞採集を
2019 年の約 1 年間，毎月行った。採集した糞の内容物を分析す
ることで，本種の食性の環境および季節による違いを明らかにし
た。ネコは人間由来の資源の利用が低い順に，ノネコ，ノラネコ，
飼い猫に定義されるが（Dickman 1996），これらの定義は外見上
の区別が困難な上，個体が生涯の間に移動する場合もある。飼い
猫でも自由生活の場合，希少種を含む野外の動物を捕食，捕殺す
る報告は多数存在する（Kawakami and Higuchi 2002 ,；Woods 
et al. 2003；金ほか 2014；笠ほか 2017；Maeda et al. 2019 など）。
これらの定義に関係なく，ネコは在来生態系に負の影響をもたら
すため，本研究では自由生活を送るすべてのネコを対象とした。

Ⅱ．調査地と方法

ネコの糞の採集は，鹿児島県本土における山地，海岸，市街地
の環境にある 5 つの調査地で行った。各調査地を徒歩で探索し，
比較的新しいネコの糞を採集した。以下に，各環境における調査
地の詳細を説明する。

山地での採集は，垂水市田神の大野集落（130° 46’ E，31° 31’ N）
と同市海潟にある鹿児島大学農学部附属高隈演習林の管理棟周辺

（以下，高隈演習林；130° 46’ E，31° 31’ N）で行った。これらの
場所は，周辺に常緑広葉樹やスギ林などの森林が広がっているほ
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からオルソフォトや DSM を作成する環境も整っていることから
（吉田・村上，2022），その資源を有効活用して多時点のデータ
を用いることができる。多時点のデータがあれば DSM の質を吟
味しつつ，データを取捨選択することも可能である。

本研究では既往のモデルを拡張して地位指数と林齢の同時推定
を行うことが可能である可能性を示した。森林簿の林齢情報が正
しくない場合もある現状を考えると，林齢を推定対象とすること
で適切に地位指数を推定できる可能性がある。今後は過去の航空
写真を利用して多時期のデータについて，本モデルを適用して有
効性と信頼性を検証していく必要がある。本研究において開発し
た林齢情報を入力値として必要としない地位指数推定手法が確立
されれば，リモートセンシングデータのみを用いて地位指数推定
モデルが開発できるようになることが期待される。
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